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康
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険
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全
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営
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図
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り
ま
せ
ん
。

こ
の
為
、
地
方
税
法
の

改
正
を
受
け
て
、
平
成
28

年
度
か
ら
の
国
保
税
の
課

税
限
度
額
を
以
下
の
と
お

り
改
正
し
ま
し
た
の
で
、

皆
さ
ま
の
ご
理
解
と
ご
協

力
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

問い合わせ先 保健福祉課 健康医療グループ 国保担当 緯76－2151（内線 228・229）

〈平成２8年度軽減判定表〉

国保税の軽減判定所得が変わります
国民健康保険税には、世帯の所得金額に応じて、均等割額、平等割額を軽減する制度があります。平成28年度よ

り5割・2割軽減の判定基準が変わります。

Ｑ
１今

回
改
正
さ
れ
た
課
税
限
度
額
と

は
な
ん
で
す
か
？

Ａ
１国

保
税
は
均
等
割
、
平
等
割
、
所
得

割
、
資
産
割
で
世
帯
ご
と
に
算
出
さ

れ
、
算
出
額
が
課
税
限
度
額
を
超
え

た
場
合
は
、
課
税
限
度
額
が
国
保
税

額
と
な
り
ま
す
。

Ｑ
２ど

う
し
て
課
税
限
度
額
を
改
正
す

る
の
で
す
か
？

Ａ
２所

得
の
多
い
世
帯
に
は
課
税
限
度

額
以
上
の
国
保
税
は
課
税
さ
れ
ま
せ

ん
の
で
相
対
的
に
中
低
所
得
者
の
負

担
が
大
き
く
な
り
ま
す
。
そ
こ
で
改

正
を
す
る
こ
と
で
、
よ
り
所
得
階
層

別
の
負
担
を
で
き
る
だ
け
公
平
に
な

る
よ
う
に
し
ま
す
。

Ｑ
３課

税
限
度
額
を
改
正
し
な
い
と
ど

う
な
り
ま
す
か
？

Ａ
３国

保
事
業
の
財
源
は
、
国
と
道
の

補
助
金
と
国
保
税
等
で
賄
わ
れ
て
お

り
、
改
正
し
な
い
場
合
の
不
足
分
は

国
保
税
で
賄
う
こ
と
に
な
り
ま
す
の

で
、
国
保
税
率
の
改
定
が
必
要
に
な

り
ま
す
。

〈平成２8年度国民健康保険税の税率一覧表〉

医療保険分

後期高齢者

支援分

介護保険分

所得割額

前年所得課税
総所得金額

６.８％
（変更なし）

１.５５％
（変更なし）

０.７７％
（変更なし）

資産割率

加入者固定資産
税【土地・建物】

３０.０％
（変更なし）

８.２％
（変更なし）

７.０％
（変更なし）

均等割率

加入者
１人につき

２４,７００円
（変更なし）

６,８００円
（変更なし）

８,４００円
（変更なし）

平等割率

加入世帯
１世帯につき

２４,７００円
（変更なし）

６,４００円
（変更なし）

５,６００円
（変更なし）

賦課限度額

１世帯あたりの
年間最高納付額

（旧）５2０,０００円
↓

（新）５4０,０００円

（旧）１7０,０００円
↓

（新）１9０,０００円

１６０,０００円
（変更なし）

７割軽減の軽減判定所得

５割軽減の軽減判定所得

２割軽減の軽減判定所得

世帯の総所得が３３万円以下（変更なし）

（旧） 世帯の総所得が３３万円＋２6万円×（被保険者数）以下
↓

（新） 世帯の総所得が３３万円＋（２６万5千円×被保険者数）以下

（旧） 世帯の総所得が３３万円＋４7万円×（被保険者数） 以下
↓

（新） 世帯の総所得が３３万円＋（48万円×被保険者数）以下
問い合わせ先 北海道後期高齢者医療広域連合 緯011－290－5601

役場 保健福祉課 健康医療グループ 後期高齢者医療担当 緯76－2151（内線229）

後期高齢者医療制度のお知らせ
～平成２8年度の保険料等について～

韻被用者保険の被扶養者だった方の軽減
●この制度に加入したときに被用者保険の被扶養者だった方については、所得割はかからず、 均等割が９割軽

減となります。

※被用者保険とは、協会けんぽ等、主にサラリーマンの方々が加入している健康保険のことで、市町村の国民健

康保険等は含まれません。

軽減割合所得が次の金額以下の方

５割軽減所得から３３万円を引いた額が５８万円以下の方

隠所得割の軽減 ●被保険者個人の所得で判定します。

◆保険料の軽減
陰均等割の軽減
●軽減は被保険者と世帯主の所得の合計で判定します。

●被保険者ではない世帯主の所得も判定の対象となります。

●昭和２6年１月１日以前に生まれた方の公的年金等に係る所得については、さらに１５万円を引いた額で判定します。

■６月に保険料額をお知らせします■
平成２8年度の保険料につきましては、６月に個別にお知らせします。

≪保険料の計算方法≫

所得が次の金額以下の世帯

３３万円かつ被保険者全員が所得０円
（年金収入のみの場合、受給額８０万円以下）

３３万円

３３万円＋(２６万5千円×世帯の被保険者数）

３３万円＋(４8万円×世帯の被保険者数）

軽減後の年間均等割額軽減割合

【年額】 4,980円９割軽減

【年額】７,471円8.5割軽減

【年額】２4,904円５割軽減

【年額】39,84７円２割軽減

○１年間の保険料の上限額は５７万円です。

○年度の途中で加入したときは、加入した月からの月割で計算します。

※「所得」とは、前年の「収入」から必要経費（公的年金等控除や給与所得控除額など）を引いた

ものです。

均 等 割
【１人当たりの額】

49,809円

所 得 割
【本人の所得に応じた額】

（平成２7年中の所得－３３万円）×

１０.５1％

１年間の保険料
【限度額57万円】

（１００円未満切り捨て）

＋ ＝


